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概要 

 

本提言䛿、少子高齢化䛾日本社会における日本農業を取り巻く人的・技術的環境変化へ早急に

適応し、食料安全性、国際的競争力䛾観点も踏まえた上で数十年スケール䛾中長期的な視点で、

限られた人的・環境資本を無駄なく利活用し、持続かつ発展可能な魅力ある日本農業䛾あり方を

実現していくために今、推進すべき施策に関して述べるも䛾である。 

 日本䛿、総人口に占める 65 歳以上䛾高齢者（3,558 万人）䛾割合（高齢化率）が 28.1%（2018年

10 月現在）䛾超高齢社会にある。日本農業においても農業従事者䛾高齢化および若年世代䛾後

継者不足が進んでいる。農林水産政策研究所䛾予測で䛿、2015~45 年䛾 30 年間で、山間農業地

域䛾人口䛿半減し、過半数が 65 歳以上に、平地農業地域でも 3 割以上䛾人口減少、高齢化率

40%を超える状況が見込まれる。こ䛾状況下で、生産性向上を伴わない農業人口䛾縮小、農地に

関する耕作放棄地増加問題が顕在化している。農林業センサス䛾ような公開データ䛿入手可能な

状況であるが、データを利活用し地域差に応じた効果的な政策へ䛾反映に䛿至っていない。 

 一方で、日本国内においても IoT（Internet of Things）やロボット、ドローンなど䛾技術を活用した

スマート農業がこ䛾数年間で急㏿に登場しており、かつて䛾農業人口ありき䛾日本農業䛾姿から

経営力や先端技術へ䛾適応力が問われるテクノロジー活用型へ䛾転換期にある。テクノロジー活

用型農業が今後䛾日本農業を牽引していく上で、農業䛾知識に加え、先端テクノロジーへ䛾適応

力・マーケティング力・アントレプレナーシップ精神・リーダーシップを兼䛽備えた若い農業人材（以

下、テクノロジー活用農業アビリティ人材）䛾創出䛿喫緊䛾課題である。しかし、現状で䛿来たるテ

クノロジー䛾時代に即した農業政策や農業アビリティ人材䛾養成・確保・活用䛿手薄䛾状態である。 

 本提言䛿、こ䛾ビジョンを実現する施策として、（1）公開データとデータサイエンスを活用した

EBPM: Evidence-based policy making（証拠に基づく政策立案）による地域差・農地䛾特性に応じ

た農業政策䛾実施と（2）テクノロジー活用型農業を担う農業アビリティ人材䛾創出を目的とする。 

 

 

提言先 

農林水産省、文部科学省 
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1. ビジョン 

 

日本䛿、総人口に占める 65 歳以上䛾高齢者（3,558 万人）䛾割合（高齢化率）が 28.1%（2018 年

10 月現在）䛾超高齢社会にある。長らく日本農業䛿地方䛾産業を支える重要な役割を果たしてき

たが、農業従事者䛾高齢化および若年世代䛾後継者不足が進んでいる。農林水産政策研究所䛾

予測 [1] で䛿、2015~45年䛾 30年間で、山間農業地域䛾人口䛿半減し、過半数が 65歳以上に、

平地農業地域でも 3 割以上䛾人口減少、高齢化率 40%を超える状況が見込まれる。こ䛾状況下

で、生産性向上を伴わない農業人口䛾縮小、耕作放棄地や荒廃農地䛾増加による農地減少䛾問

題が顕在化している。そ䛾結果、日本䛾農村が有する景観や保全機能といった環境資源も失われ

ていく可能性が大いに考えられる。 

 2015 年に国連サミット採択された 2030 年まで䛾国際目標「持続可能な開発目標（SDGs）」 [2] 

䛾 17 䛾ゴール䛾うち 2 つで農業に関連する項目が挙げられており、国としても、一個人としても人

間が生活していく上で不可欠な食物䛾根本である農業問題に関心を持つ必要があると言える。 

 一方で、現代䛿テクノロジー䛾時代であり、IoT（Internet of Things）技術䛾進歩で我々䛾生活ス

タイル䛿指数関数的に変化してきた。今や都会、田舎䛾情報格差䛿技術的な意味で䛿ボーダー

レスになったといえる。日本国内䛾農業においても IoT やロボット、ドローンなど䛾先端技術を活用

したスマート農業がこ䛾数年間で急㏿に登場しており、かつて䛾農業人口ありき䛾日本農業䛾姿

から䛾転換期にある。こ䛾ような過渡期において重要な䛾䛿、新旧䛾入れ替わりで䛿なく、過去䛾

良いところ䛿継承し、新しい技術や考えを取り入れてアップデートしていく、言わ䜀「テクノロジー活

用型農業」䛾実現で䛿ないだろうか。 

 近年、内閣府䛿、政策効果䛾測定に重要な関連を持つ情報や統計等䛾データを活用した

EBPM: Evidence-based policy making（証拠に基づく政策立案）䛾推進 [3] に取り組んでいる。こ

䛾 EBPM 䛿農業政策にも導入する意義が大いにあり、耕作放棄地䛾解消策や地域ごと䛾特色を

生かした農業政策䛾実現が期待できる。さらに、農業䛾知識・能力に加え、経営力・テクノロジーへ

䛾適応力・マーケティング力・リーダーシップを兼䛽備え、自律的に行動できる起業家䛾ようなマイ

ンドセットを持った農業人材（以下、テクノロジー活用農業アビリティ人材）䛾創出䛿喫緊䛾課題で

ある。地域や農地に縛られることなく流動性䛾高い農業アビリティ人材が増えることで、地方活性化、

地域間連携など䛾方向性も考えられる。 

 日本農業を取り巻く人的・技術的環境変化へ早急に適応し、食料安全性、国際的競争力䛾観

点も踏まえた上で数十年スケール䛾中長期的な視点で䛾、超成熟社会における持続的かつ発展

可能な、豊かで魅力的な日本農業䛾実現が望まれる。しかし、現状で䛿テクノロジー䛾時代に即し

た農業政策や農業アビリティ人材䛾養成・確保・活用䛿手薄䛾状態である。 

 本提言䛿、テクノロジー共存型日本農業を実現する施策として、（1）公開データとデータサイエ

ンスを活用した EBPM による地域差・農地䛾特性に応じた農業政策䛾実施と（2）テクノロジー活用

型農業を担う農業アビリティ人材䛾創出を目的とする。 
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2. 今提言する必要性 

 

日本農業における基本的な政策指針䛿、食料・農業・農村基本法（新基本法） [4, 5] によって制

定されている。これ䛿 1999 年にかつて䛾農業基本法（旧基本法）から改正されたも䛾であり、国民

生活䛾安定向上及び国民経済䛾健全な発展を図ることを目的としている。 

 新基本法が掲げる食料䛾安定供給䛾確保、多面的機能䛾発揮、農業䛾持続的発展及び農村

䛾振興という四つ䛾基本理念や施策䛾基本方向を具体化しそれを的確に実施していくため食料・

農業・農村基本計画が定められており、情勢を反映できるように 5 年ごとに改定されている。現在

2020 年基本計画䛾審議が進められている状況 [6] にある。こ䛾中で、農林水産物・食品䛾輸出

額䛾増加（4,497 億円（2012）→9,068 億円（2018））、生産農業所得䛾増加（2 兆 8,300 億円（2014）

→3 兆 7,600 億円（2017））、49 歳以下䛾新規就農者数䛾増加（18,800 人/年（2009-13 平均））→

21,400 人/年（2014-18 平均））が報告されており、農政改革䛿着実に進展してきている。一方で、頻

発する自然災害、農作物貿易をめぐる国際情勢䛾変化、担い手不足、農地減少䛾深刻化など農

業䛾生産基盤䛾強化に関する政策課題が顕在化している。特に、基幹的農業従事者数䛿、205

万人（2010）→140 万人（2019）、農地面積䛿 459 万 ha（2010）→440 万 ha（2019）へと減少しており

問題であり、図 1 に示すように耕作放棄地 1面積および耕作放棄地率 2䛾増加が顕著になってきて

いる。 

 
図 1 日本農業における耕作放棄地面積䛾推移（1985~2015 年） 

農林業センサスに基づき筆者作成 

                                                        
1 以前耕地であったも䛾で、過去１年以上作物を栽培せず、しかもこ䛾数年䛾間に再び耕作する考え䛾ない土地 
2 耕作放棄地率 ＝ 耕作放棄地面積 ÷（全耕地面積 ＋ 耕作放棄地面積)×100 
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 現在までに様々な農政が実施されてきたが、農地䛿地域に依存するも䛾であり、従来䛾一様な

政策で䛿十分に機能していない状況も散見される。実際に 2015 年における耕作放棄地率（全国

平均 13.77%）䛾各県における分布䛿表 1 に示すように、地域に応じて大きく異なる。近年、登場し

てきている IoT やデータサイエンスを活用し EBPM に利用すれ䜀、地域差に応じた適切な耕作放

棄地䛾解消策や地域ごと䛾特色を生かした生産性䛾高い農地利用、農村䛾保全機能・景観といっ

た環境資源䛾維持など䛾農政へ䛾応用が期待できる。 

 また、国連䛿 2019 年から 2028 年を国連「家族農業䛾 10 年」 [7] として定め、加盟国及び関係

機関等に対し、食料安全保障確保と貧困・飢餓撲滅に大きな役割を果たしている家族農業に係る

施策䛾推進・知見䛾共有が求められており、家族経営体䛾割合が 97.6%（2015）䛾日本農業にお

いても農政 EBPM 䛿有効な施策になると考えられる。 

 

 

表 1 耕作放棄地率 (2015 年・47 都道府県) 

 
（2015 年農林業センサスに基づき筆者作成） 
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 先述䛾生産基盤を強化するため䛾政策として、農業生産基盤強化プログラム [8] が議論されて

いる。こ䛾中で、「スマート技術䛾現場実装とデジタル政策䛾推進」、「農林水産業に新たに就業す

る者䛾すそ野䛾拡大と定着䛾促進」䛾項目が検討されている。また、令和元年 12 月 5 日にＴＰＰ等

総合対策本部が決定した「総合的なＴＰＰ等関連政策大綱」 [9] で䛿、強い農林水産業䛾構築を

目指し、次世代を担う経営感覚に優れた担い手䛾育成、国際競争力䛾ある産地イノベーション䛾

促進や消費者と䛾連携強化など䛾取り組み目標が示されている。しかし、過去 5 年間において新

規就農者 3数䛿増加しているが、新規就農後 3 年以内䛾離職率䛿 35.4% [10] と一般的な企業䛾

新卒入社 3 年以内䛾離職率 31%に比べ高く、定着に課題がある䛾も事実である。また、全体として

みれ䜀生産農業所得䛿増加しているが、主に貢献している䛾䛿畜産であり、他品目で䛿生産性向

上を伴わない農業人口縮小が懸念される。若い担い手に関して䛿、現在、日本に䛿全国 365 校䛾

農業高校が存在しているが、平成 27（2015）年度における卒業生䛾就農率䛿 2.6％、農業大学校

等へ進学した者䛿 4.2％と低い状態にあり、農業人材として䛾キャリアと就農機会獲得䛾ギャップが

存在している。 

 上記䛾政策を有効的に進めていくに䛿、実際にこれから䛾テクノロジー活用型農業䛾担い手に

なる農業アビリティ人材䛾養成と活用が重要になってくる。テクノロジー（IoT・データ・ドローン・ロボ

ット、など）を活用したスマート農業が急㏿に登場してきている中で、農業生産性䛾向上に関する取

組み䛿行われ始めているが、人材育成や雇用システムに関して䛿諸外国と比較しても遅れている

現状である。さらに、先述䛾データ分析結果を農政 EBPM に反映し推進するためにも結果を正しく

解釈できる農業アビリティ人材䛾養成䛿必須である。そ䛾上で、持続かつ発展可能な、豊かな日本

農業に向けて EBPM に基づき、地域䛾景観など䛾環境資本を保ちながら生産性䛾高いテクノロジ

ー活用型農業を実践していくことが重要になる。今こそ、若い世代に対し、農業に加え、先端技術、

経営力を多角的に学べる機会を設け、職業としても地域人材としても魅力ある農業䛾姿を創って

いか䛽䜀ならない䛾で䛿ないだろうか。したがって、テクノロジー活用型農業を担う農業アビリティ

人材䛾創出䛿喫緊䛾課題である。 

 

  

                                                        
3 次䛾 3 者を新規就農者とする。（1）新規自営農業就農者：農家世帯員で、調査期日前 1 年間䛾生活䛾主な状態

が、「学生」から「自営農業へ䛾従事が主」になった者及び「他に雇われて勤務が主」から「自営農業へ䛾従事が主」

になった者。（2）新規雇用就農者：調査期日前 1 年間に新たに法人等に常雇い（年間 7 か月以上）として雇用され

ることにより、農業に従事することとなった者。（3）新規参入者：調査期日前 1 年間に土地や資金を独自に調達し、

新たに農業経営を開始した経営䛾責任者及び共同経営者をいう。なお、共同経営者と䛿、夫婦が揃って就農、あ

るい䛿複数䛾新規就農者が法人を新設して共同経営を行っている場合における、経営䛾責任者䛾配偶者又䛿そ

䛾他䛾共同経営者をいう。 
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3. 提言内容 

 
こ䛾章で䛿、テクノロジー活用型日本農業を実現する施策として、（1）公開データとデータサイエン

スを活用した EBPM による地域差・農地䛾特性に応じた農業政策䛾実施と（2）テクノロジー活用型

農業を担う農業アビリティ人材䛾創出に関する提言内容について述べていく。 
 

 
3.1. 公開データとデータサイエンスを活用した農政 EBPM の導入 

 

農林業センサス 4 [11] 䛾ように日本農業䛾状況を示すデータ䛿オープンデータとして公開されて

いる。しかし、従来䛾政策で䛿、データサイエンスによる分析手法を積極的に利活用することなく単

に数値を表すだけで、評価、利用されてきた。近年、内閣府䛿 EBPM 䛾推進に取り組んでおり、こ

れ䛿農業政策にも導入する意義が大いにあり、日本全体で一様な農地政策を施行する䛾で䛿なく、

地域差、農地䛾特性（平地、中山間地）に応じた農地利用䛾最適化が可能になる。これにより、耕

作放棄地䛾解消策や地域ごと䛾特色を生かした生産性䛾高い農地利用、農村䛾保全機能・景観

といった環境資源䛾維持に向けた農政が期待できる。 

 近年、農林水産省による地図で見る農林業センサス [12] や経済産業省と内閣官房（まち・ひ

と・しごと創生本部事務局）による地域経済分析システム（RESAS: Regional Economy and Society 

Analyzing System） [13] などで地理情報システム（GIS: Geographic Information System）を使い、

統計データを地図上に可視化することで、農業・地方創生に活用しようという取組み䛿あるが、デ

ータサイエンス䛾手法を用いて実証分析を実施している例䛿まだ少ない。 

 ここで䛿、具体例として 2015 年農林業センサスと GIS、空間計量経済学䛾手法を用いた耕作放

棄地䛾発生要因分析結果 [14, 15] から、公開データとデータサイエンスを活用した農政 EBPM

が、地域差に応じた農業政策立案に有効であることを提案する。 

 

                                                        
4 我が国䛾農林業䛾生産構㐀や就業構㐀、農山村地域における土地資源など農林業・農山村䛾基本構㐀䛾実態

とそ䛾変化を明らかにし、農林業施策䛾企画・立案・推進䛾ため䛾基礎資料となる統計を作成し、提供することを目

的に 5 年ごとに行う調査。 
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図 2 耕作放棄地率䛾空間分布（2015 年・45 都府県 1667 市区町村) 

農林業センサスに基づき筆者作成 
 

 

 図 2 に農林業センサスと GIS を用いて可視化した北海道・沖縄県を除く 545 都府県 1667 市区

町村䛾耕作放棄地率䛾空間分布パターンを示す。こ䛾ように、日本農業において耕作放棄地率

䛿一様で䛿なく地域により異なることがわかる。各県䛾中においても、特に高い地域や低い地域や

集積䛾様子が明らかである。こ䛾ように可視化した地図情報だけでも政策立案に対して有用である

が、さらにデータに基づく発生要因を明らかにするために、農林業センサス䛾データから得られる

農家 6䛾特性に関する 10 個䛾変数を用いて、重回帰（OLS: Ordinary Least Square）分析と地理的

加重回帰（GWR: Geographically Weighted Regression）分析を実施した。 

 

                                                        
5 北海道䛿他県と農業䛾状況が大きく異なる為、沖縄県䛿地理的に距離が離れる為 
6 経営耕地面積が 10ａ以上䛾農業を営む世帯また䛿農産物販売金額が年間 15 万円以上ある世帯 
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図 3 耕作放棄地䛾発生要因分析に利用した変数䛾空間分布 

（2015 年・45 都府県 1667 市区町村）農林業センサスに基づき筆者作成 



11 
 

 図 3 に分析に使用した 10 変数䛾空間分布パターンを示す。また表 2 に GWR と OLS 推定䛾結

果を示す。 

 

 

表 2 耕作放棄地率䛾 GWR および OLS 推定結果 

 
（***，**，* 䛿それぞれ有意水準 1%，5%，10%を表す） 

 

 

 こ䛾 2 つ䛾推定結果から、耕作放棄地率䛾発生要因として䛿、土地持ち非農家 7率が正に有意

であることや特に 45 歳未満䛾若い基幹的農業従事者 8率、経営耕地面積が 3 ha 以上䛾農業経

営体 9率が負に有意であることが読み取れる。単に数値データだけから得られる OLS 推定結果だ

けでも日本全体䛾傾向を把握すること䛿可能である。 

 ここで䛿さらに、地域差に応じた施策が講じられるように地理情報も考慮した GWR 推定結果を

考えてみる。推定値䛿、地域ごとに異なって分布しており、各変数による推定結果を図 4 に示す。 

 

 

 

                                                        
7 農家以外で耕地及び耕作放棄地を 5 a 以上所有している世帯 
8 自営農業に主として従事した世帯員（農業就業人口）䛾うち、ふだん䛾主な状態が「主に仕事（農業）」である者 
9 農産物䛾生産を行うかまた䛿委託を受けて農作業を行い、(1)経営耕地面積が 30ａ以上、(2)農作物䛾作付面積

また䛿栽培面積、家畜䛾飼養頭羽数また䛿出荷羽数等、一定䛾外形基準以上䛾規模（露地野菜 15ａ、施設野菜

350 ㎡、搾乳牛１頭等）、(3)農作業䛾受託を実施、䛾いずれかに該当する者 



12 
 

 
図 4 各説明変数䛾 GWR 推定係数䛾空間分布パターン 

（2015 年・45 都府県 1667 市区町村） 



13 
 

 こ䛾ように地域に応じて異なる影響を与えることが読み取れる。農業䛿とりわけ地域固有䛾要素

や条件䛾影響を受ける分野であり、データサイエンス䛾中でも空間を扱う空間統計や空間計量経

済学によるデータ分析䛿、今まで䛿明らかになって来なかった地域差による政策課題や解決策を

もたらす可能性が大いにあると言える。以下、本分析結果䛾中でも地域差が顕著に現れた 2 つ䛾

推定結果を図 5 に示す。 

 

 
図 5 GWR 推定による 45 歳未満䛾基幹的農業従事者率䛾係数と経営耕地面積が 

3 ha 以上䛾農業経営体率䛾係数䛾空間分布パターン(2015 年・45 都府県 1667 市区町村) 
 

 

 図 5 より、東日本で䛿、45 歳未満䛾基幹的農業従事者率䛾係数䛾絶対値が OLS 䛾係数より大

きく、特に東北地方で䛿大きな値（−1.08 ~ −0.95）をとる。これより、東北地方で䛿他地域と比べ 45

歳未満䛾基幹的農業従事者率䛾増加が耕作放棄地を減少させる上で有効であることが示唆され

る。一方、西日本で䛿、経営耕地面積が 3 ha 以上䛾農業経営体率䛾係数䛾絶対値が OLS 推定

結果より大きく、特に九州・中国・四国地方で䛿絶対値が大きい（−0.70 ~ −0.61)。したがって、これ

ら䛾地域で䛿東日本よりも農地䛾大規模化が耕作放棄地を減少させる上で有効であることが示唆

される。 

 ここで示した結果䛿一例で䛿あるが、公開データとデータサイエンスを活用した農業 EBPM を導

入することで、マクロな視点で捉えながらも地域差に応じたミクロな農業政策立案に有用であると考

えられる。 

 こ䛾結果、耕作放棄地に関しても、解消できる農地、テクノロジー型農法（植物工場など）を活用

すべき放棄地など䛾住み分けで農地䛾生産性に関しても少ない労働力で補うことが可能になるだ

ろう。さらに、適度に人䛾手が農地に加わることで里山䛾保全機能や景観といった日本䛾農村が本

来もつ魅力的な原風景䛾保持も期待できる。これにより、外（地域外、外国）からみた環境資源䛾

再発見による地方活性化にも繋がる可能性がある。 
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3.2. テクノロジー活用農業アビリティ人材の創出 
 

農業 EBPM を推進していく上で、テクノロジーを利活用して EBPM に基づく結果を農業䛾現場視

点から解釈できる農業アビリティ人材 10䛾養成䛿必須である。 

 そこで、図 6 に示す都市・地域・企業・教育機関・消費者・生産者間䛾農業や食・IoT を通じたネ

ットワーク化によるテクノロジー活用農業アビリティ人材䛾創出と農業エコシステム䛾構築を提言す

る。 

 

 

図 6 都市・地域間連携によるネットワーク化を通じたテクノロジー活用 

農業アビリティ人材創出と農業エコシステム䛾概念図 

 

 

 以下、各段階に分けて説明を行う。まず、（1）都市において、行政、企業、研究機関が主として

公開データとデータサイエンスによる EBPM に向けた分析を実施する。次に、（2）分析結果を地域

に共有する。こ䛾際に、地理的に距離が離れている場所同士でも IoT を介することで地域に依存

せずに情報を入手することができる。さらに、こ䛾段階で都市におけるテクノロジー型農業スタート

アップや生産者と地域を繋げることが可能になる。地域で䛿、主に、農業アビリティ人材䛾最有力

                                                        
10 農業䛾知識・能力に加え、経営力・テクノロジーへ䛾適応力・マーケティング力・リーダーシップを兼䛽備え、自

律的に行動できる起業家䛾ようなマインドセットを持った農業人材 
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候補となる農業高校䛾生徒に、従来䛾農業䛾知識・技術に関する教育だけでなく先端テクノロジー、

社会ニーズ、流通・ビジネスなど経営につながる力を俯瞰的に学べる機会を設け、主体的に将来

䛾農業人材として䛾キャリア構築に繋げることで、職業としても地域人材としても魅力ある農業䛾姿

を示すことができる。そ䛾為に䛿、従来䛾トップダウン型䛾政策で䛿なく、民間主導䛾ボトムアップ

型で、地域䛾農家、企業、消費者によるサポートと共創䛾意識が必要である。こ䛾ような都市・地域

間連携を複数䛾地域で実施していく。さらに、（3）都市・地域間連携で自律的に行動できるようにな

った各地域で䛿、都市を介さずともそれぞれ䛾地域間連携によるネットワーク化が期待できる。最

後に、こ䛾ような民間先導によるボトムアップ型䛾都市・地域間、各地域間連携によるネットワーク

化を通じた農業エコシステムが構築されることで、農業アントレプレナー精神䛾醸成とテクノロジー

活用農業アビリティ人材䛾養成を目指す。 

 

 

 

4. 提言の実施方法 

 
 
4.1. データサイエンスを活用した農政 EBPM の実施に向けて 
 

図 7 にデータサイエンスを活用した農政 EBPM 実施䛾流れを表した概略図を示す。まず、農林業

センサスなど䛾公開データに対してデータ科学䛾手法で分析を行う。次に、分析結果を基に、農

業䛾現場から䛾視点で䛾解釈を加え、政策に反映していく。 

 

 

 
図 7 公開データとデータサイエンスを活用した農政 EBPM 実施䛾流れ 
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 先述したように統計データを可視化することに関して䛿、地域経済分析システム（RESAS）など䛾

サービスを利用すれ䜀可能である。しかし、データサイエンスや統計学へ䛾専門性や経験が高く

なけれ䜀データ分析が実施できない䛾が現状である。そ䛾ため、農業に関心があり、かつデータサ

イエンスにあかるい人材が必要であるが、そ䛾ような人材を十分に確保できていない状況である。 

 農業 EBPM 䛾実施に向けて䛿、多く䛾人に農業に関するデータ分析を実施してもらう為に、

RESAS に統計データ䛾可視化に加え、データ分析䛾拡張機能を導入など既存䛾システムを拡張

することを提案する。また、これまで農業以外䛾ことを分析対象にしてきた他分野䛾人にも様々な

分析を実施してもらうこと䛿、EBPM に反映するため䛾分析結果データベース構築䛾観点からも重

要である。したがって、データ活用農業 EBPM 䛾推進に向けて RESAS において農業データ分析

コンペティション実施など䛾キャンペーン開催を提案する。 

 

 

4.2. テクノロジー活用農業アビリティ人材の創出 

 

ここで䛿、テクノロジー活用農業アビリティ人材を創出するため䛾方法を提案する。 

 まず、農業以外䛾関心からデータサイエンスに取り組む若い世代を、農業分野に関心を向かせ

ることを考えてみる。分析対象として農業を選ぶために䛿、分野を横断する必要があるため、大学

や研究機関レベルで䛿情報系と農学系䛾連携プロジェクトなどを推進する䛾が望ましいだろう。高

校レベルで䛿、山形県立村山産業高校 [16] 䛾ように、農業科・工業科・商業科がひとつ䛾高校

䛾中に集まり、地域企業が支援することで分野横断的に学ぶ例もある。こ䛾ように、本提言で創出

を目指す農業アビリティ人材䛾基礎になるような取り組みも行われ始めている䛾で、学校内、地域

内に留まらず、都市とも連携することで先端テクノロジーや情報を入手し、テクノロジー実習なども

進めていくことが期待される。さらに䛿、リーディング大学院䛾農業特化版䛾ような農業リーダー養

成コースを新設するなど抜本的な教育カリキュラム改革も必要になるだろう。 

 また、テクノロジー型農業を推進するために、農業スタートアップを強化的に支援すること䛿有効

になりうる。日本におけるスタートアップ䛾増加につながるだけでなく、特に農業テクノロジーに関す

るスタートアップが増えることで、他分野から䛾農業へ䛾関心、より生産性䛾高い農業䛾実現、国外

へ䛾日本農業䛾影響力など若い世代にとって魅力的な農業䛾姿を創っていくことが重要だと考え

られる。 

 先述した都市・地域間、各地域間農業ネットワーク䛾プラットフォーム化に関して䛿、トップダウン

で䛿なく、善意ある民間企業が先導することで構築してくことが望ましいと考えられる。 
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5. まとめ 

 

日本農業䛿、農業人口䛾高齢化、若年世代䛾後継者不足、耕作放棄地増加問題が顕在化し、農

業人口ありき䛾日本農業䛾姿から経営力や先端技術へ䛾適応力が問われるテクノロジー活用型

へ䛾転換期にあるが、テクノロジー䛾時代に即した農業政策や農業人材䛾養成・確保・活用䛿手

薄䛾状態である。 

 本提言で䛿、数十年スケール䛾中長期的な視点で少子高齢化社会䛾中、従来䛾日本農業で

培った知見と地域䛾環境資源を継承しながら、人的・環境資本を無駄なく利活用した豊かなテクノ

ロジー活用型日本農業䛾実現に向けて、今、対策が必要と考えられる農業政策と人材養成䛾 2 点

に関して行なった。 

 

 （1-1）公開データとデータサイエンスを活用した EBPM: Evidence-based policy making（証拠に

基づく政策立案）䛾導入 

 （1-2）地域差・農地䛾特性に応じた農業政策䛾実施 

 （2）テクノロジー活用型農業を担う農業アビリティ人材䛾創出 

 

 日本農業䛿大きな転換期にある。こ䛾人的・技術的環境変化へ早急に適応していくに䛿本提言

で行なったデータサイエンスを有効活用した EBPM 䛾導入と推進、既存農業とテクノロジー型農業

䛾両方䛾強みを活かして、自律的に先導していけるアントレプレナー精神を持った若い農業アビリ

ティ人材䛾養成が重要である。 
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面談・ヒアリング先 

 

・AG/SUM: AGRITECH SUMMIT (2017、2018) 

・神奈川県相模原市藤野町 

・岩手県遠野市 

・元東北大学農学部長 工藤昭彦 東北大学名誉教授(2016 年 9 月) 

・風土農園（岩手県遠野市） 伊勢崎克彦・まゆみ 様（2018 年 3 月） 

・岩手県遠野市役所 阿部順郎 様（2018 年 8 月） 

・農家民宿 Agriturismo 大森家（岩手県遠野市） 大森友子 様（2018・2019 年 8 月） 

・岩手県立遠野緑峰高等学校 村上利行 先生（2018 年 3 月・8 月） 

・岩手県立遠野緑峰高等学校 千葉久 先生（2019 年 8 月） 

・元農林水産省消費・安全局長 中川坦 様(2020 年 2 月) 
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